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研究成果の概要（和文）： 東日本大震災後に早期生活再建を果たした被災世帯18ケースの生活再建過程を分析した結
果，避難所生活やプレハブ仮設住宅生活を経験していないことが明らかとなった。また救援物資に頼らず自腹で買い物
をし，長時間並んでガソリンを確保し自力で移動するなど一切公助をあてにしないで震災後の生活を送ってきたことが
明らかとなった。
 次いで早期に生業を含む生活再建を体現したケースで合理的な判断・意思決定を可能とした能力として①「自助努力
」，②「社会性」，③「共通目標を有する仲間の存在」， ④「現役時代に仲間をつくる努力」，⑤「投資家精神を持
つ」の5つの能力が明らかとなった。

研究成果の概要（英文）： This study analyzed life reconstruction process of the affected households have 
played an early life reconstruction after the Great East Japan Earthquake. As a result, it became clear 
that you have not experienced a shelter life and prefabricated temporary housing life. Also salvation, 
such as shopping on their own without resorting to assistance supplies, it became clear that that has 
been sent a life after the earthquake not to rely on public assistance.
Then as a capability which enables the rational judgment and decision-making in the case that embodies 
the life rebuilding, including the livelihood early "self-help", "sociality", "the presence of a fellow 
with a common goal", "efforts to create a companion to the career." 5 capabilitues "with the investor 
spirit" was revealed.

研究分野：防災教育
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１．研究開始当初の背景 
阪神・淡路大震災以降、被災者の生活再建
支援の重要性が活発に議論されるようにな
り、被災者生活再建支援法(1998年)の制定と
支援内容の拡充が図られてきた。復興のため
の施策や公的支援策は被災者の生活再建の
ために不可欠なものであるが、それはナショ
ナル・ミニマムの支援であり、公的支援策先
行ではなく、被災者が主体となった自律的取
り組みが不可欠である。研究代表者である重
川らは、東日本大震災後の生活再建過程にお
いて、行政施策に過度に依存せず、自ら情報
を得る努力をし、それに基づき自律的に意思
決定をしていくことで、早期の生活再建を実
現した多くの被災者について調査研究を進
めてきた。市民のための防災教育プログラム
の開発が進む中、生活再建過程に焦点をあて、
共助や公助への依存を最小化し、自助の促進
に資する市民に対する防災教育プログラム
は殆んど存在しておらず、来るべき巨大地震
を前提に、早急に開発する必要がある。 
 
２．研究の目的 
本研究は、行政の復興施策の客体としての
被災者ではなく、復興(生活再建)の主体とし
て被災者自身が様々な局面で合理的な判
断・意思決定を行い、「早期の生活再建を実
現することのできる被災者の自助の促進に
資する」教育プログラム開発を目指す。現在
想定される南海トラフ巨大地震等が発生し
た場合、復興の長期化と公的支援の限界が指
摘される一方、公的支援のさらなる充実を求
める要望は強い。また現在行われている多様
な防災教育の中で、復興のフェーズに焦点を
あて個人の自律的な生活再建を目的とした
ものは極めて少ない。そこで本研究は、1)自
律的早期生活再建実現者が備えるべき能力
(知識・技能・態度・資金等)の解明、2)生活
再建の自助を促進するための教育プログラ
ムの開発を目指す。 
 
３．研究の方法 
本研究では、これまであまり取り上げられ
ることのなかった、早期に生活再建を実現し
た被災者の生活再建過程を詳細に解明し、判
断・意思決定が求められた局面とその時に下
した決断、その決断がもたらされた背景、役
立った知識・情報、活用した資源を分析する。
そのため以下の方法に基づき研究を実施し
た。 
①早期生活再建を行った名取市、石巻市の被
災者 18 世帯に対するエスノグラフィー調査
を実施し、調査データから生活再建過程を解
明する。 
②各世帯ごとの調査データを「絶対的・直接
的事実」、「相対的・間接的事実」、「考え・思
い」に分類して構造化を図り、生活再建過程
で取られた行動に影響を及ぼした要因を解
明する。 
③生業(農業)の早期再建に取り組んだ8名の

参加を得てワークショップを実施し、生活再
建過程で合理的な判断・意思決定を可能とし
た能力を解明する。 
 
４．研究成果 
(1)エスノグラフィー調査に基づく早期生活
再建者の生活再建過程の解明 
 東日本大震災による被災者を対象に、「住
まいの再建」・「生業の再建」を実現した被災
者を 18 ケース選定し、インタビュー調査と
参与観察調査を併用し、生活再建に至るまで
のプロセスを解明した。被害の様相や復興ま
ちづくりの進捗状況等から比較検討するた
めに、調査対象地域は、市街地の一部が津波
により壊滅的な被害を受けた宮城県名取市、
石巻市とした。 
いずれのケースも、幸いにして同居してい
た家族の中で震災による犠牲者は発生して
いないが，持ち家であった自宅は津波により
流出または全壊被害を受けている。しかしな
がら避難所生活を経験していない，あるいは
経験していても極めて短期間の利用である
ことが分かる(図 1)。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 1 早期生活再建世帯の生活再建過程 
 
また当初から仮設住宅への入居は考えず
自分で仮の住まいさがしに奔走しており、そ
の後借上げ仮設住宅として認定されたケー
スも多い。震災直後から救援物資に頼らず自
腹で買い物をし，長時間並んでガソリンを確
保し自力で移動するなど，一切公助をあてに
しないで震災後の生活を送ってきたことが
明らかとなった。またインタビュー調査では，
あえて質問項目を持たず自由に語っていた
だく方法を取ったが，自分たちの生活再建あ
るいは住宅再建に対する公助への不満が語
られたことは一度もなかった。震災によりそ
れまで培ってきた自分たちの生活が押し曲
げられることを嫌い，当たり前の生活を継続
することに最大限の力を傾注してきた再建
に取り組んできたことが明らかとなった。 
公的な支援策である避難所，物資配給，仮
設住宅はいずれも無償で提供される。無論，
災害により物心ともに大きな被害を受けた
方たちに対して，これらの仕組みが不要であ



ると主張している訳ではない。しかし早期に
生活再建を成し遂げたケースの多くは，あえ
て無償で提供されるものを拒み，自力で何と
かしなければならない，すなわち災害などが
起こる前には当たり前だった生活を必死で
続けようとしてきた方が少なからず存在し
ている。さらにインタビューの中で、行政の
手厚い支援がかえって被災地の復興を遅ら
せているのでは、という以下の発言もあった。 
「行政の支援の遅れが被災地の復興の遅
れだというのは、違うのではないかと私は思
うのね。本来であれば、文句を言わずに行政
にすっかりお任せすれば一番早いです。遅ら
せているのは被災者なのか、周りに取り巻く
いろいろなのがあって、それがせっかく解決
しそうな問題をまた蒸し起こすようなこと
をやって、混乱を起こして遅くしているよう
な気がする。私たちも、いろいろな NPO とか
何かでも入ってきたりする。でも、よくよく
見ると後ろに必ず何かがいる。特に利害関係
が必ず付いてくる。そういう人たちが入って
くるようになって、それで、あれがこうだと
言われて教えられると、「そうだ、そうだ」
という人たちが出てきてしまうしね。今まで
の人生は終わりなのだよと覚悟して、今まで
の生活はリセットして次だよとしないと、事
は早く進まないからね。」（50 代男性、自宅は
津波で流出） 
行政の支援ありきが前提で語られてきた
被災者の生活再建支援のための様々な公的
施策や様々な善意の支援活動が，実は生活再
建の足を引っ張っている側面があることを
語る被災者も存在する。 
 
 (2)生活再建過程のモデル化と早期生活再
建に影響を与えた要素の解明 
 (1)で調査対象とした各世帯ごとの調査デ
ータを「絶対的・直接的事実」、「相対的・間
接的事実」、「考え・思い」に分類して構造化
を図り、生活再建過程で取られた行動に影響
を及ぼした要因を解明した。早い動きの背景
には，震災当時住宅ローンをかかえておらず，
土地購入資金の原資となる地震保険金が入
ったという経済的な側面とともに，早く決断
しないと土地がなくなる，これ以上年をとる
と住宅ローンが組めなくなるという時間的
な危機感が促進要因としてあげられる。不動
産物件探しには、血縁や職場縁を通じた物件
紹介を得た例が非常に多かったことも特徴
の一つである。またローンを組めるか否かが，
最終的に災害公営住宅に入居するか，自力再
建をするかの判断を左右する要因となって
いる。特に高齢になり早期生活再建が可能な
ためには、子供等と二世代ローンを組むこと
ができるか、すなわち血縁の結びつきが大き
な影響を与えている。 
 一方、共助や地域コミュニティ力と早期の
生活再建能力との関係性は低いことが明ら
かとなった。被災地の復興に大きな影響を及
ぼすと考えられがちであるが、震災によって

居住地がばらばらになった生活が2年以上続
くと，このつながりを維持することは難しく，
当時のご近所や町内会とのつながりを保っ
ている人はあまり多くない。地縁のつながり
は希薄化し，つながりを維持しているのは同
級生や先輩後輩などの学校の縁である場合
が多い。これらの人々の生活再建はすでにば
らばらな地域で始まっており，閖上の復興に
は関心はあるものの，自身の生活再建とは切
り放して捉えているケースが殆どであった。 
  
(3)育成すべき能力と教育項目の検討 8 名
の (2014 年 10 月 12 日)。 
 早期に生活再建(生業を含む)を体現した
被災世帯に研究対象を拡大し、生活再建過程
で合理的な判断・意思決定を可能とした能力
を解明した。名取市閖上地区において震災か
らわずか3か月後に地元大手スーパーに収穫
した野菜を出荷するなど、生業(農業)の早期
再建に取り組んだ8名の参加を得てワークシ
ョップを実施した結果、①「自主性」(産直
作る時も，農協に行っても相手にされなかっ
た。それで女性だけで立ち上げた。だから行
政とか何かは全然あてにしていない。何でも
やる気さえあればちゃんとそのように動く
のですよね。私はそう思います。やる気がな
ければ、全然そういうものも寄ってこないし、
情報も入らないし)、②「社会性」(これまで
お世話になった消費者への恩返しに1日も早
く新鮮な野菜を提供しなければという思い)、
③「共通目標を有する仲間の存在」(夫はガ
レキ拾いに毎日行き休んだ時はなかった。あ
の時みんな一生懸命止まらないで前に進ん
でいた)， ④「現役時代に仲間をつくる努力」
(昔の婦人学級や趣味の会等、自分が元気な
ときに仲間をつくっておくということ。そこ
に行くと、すぐ 10 年も 20年も前のあの時代
にぽんと戻れるのです。こんなに人は会話に
助けられる。それさえあれば、物は後からで
いいです)、⑤「投資家精神」(お金を運用し
ないで持っていた方がいいという人と、投資
し運用する人との違いでは。なくても動く人
は動いて、それなりに生活ができるのだも
の)、という 5 つの能力が早期再建を可能と
した判断・意思決定に大きく作用しているこ
とが明らかとなった。 
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